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1 報告書の概要 

 

TPP 協定の「環境章」において、各国における違法伐採の抑止に働く行政措置の強化が規定

された。これを踏まえて、平成 29 年 5 月に「合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する

法律」（以下、「クリーンウッド法」という）が施行された。また、平成 29 年 11 月から、同法

に基づく木材関連事業者の登録が開始された。 

このような背景の中、木材関連事業者による木材等の合法性確認等の取組を一層推進するた

め、平成 29 年度補正予算において、生産国における現地情報の収集が予算化され、企画競争

の結果、一般社団法人日本森林技術協会と一般社団法人全国木材検査・研究協会を構成員とす

る共同事業体の企画が採用され、本事業が実施された。 

本事業の目的は、木材関連事業者が効率的に木材等の合法性確認等の取組を実施できるよ

う、生産国における木材の流通や関連法令に関する情報を収集することである。 

調査対象国は、ルーマニア、イタリア、エストニア、ラトビア、フィジー、南アフリカと、

文献調査のみのフィンランド及びスウェーデンの計 8 カ国であり、それぞれの国において木

材流通状況、関連法令・許認可制度、その他参考情報等が収集された。 

各調査対象国の現地調査及び文献調査は平成 30 年 3 月から 11 月にかけて実施され、調査

結果の詳細は本報告書の第 4 章に整理されている。 

また、本事業の円滑かつ効果的な実施のため、林野庁、学識経験者、業界団体等から成る調

査委員会が設置され、事業実施期間中に 3 回の調査委員会が開催された。 

本事業の成果は、平成 31 年 2 月中旬に開催された成果報告会において広く関係者に報告さ

れた後、合法伐採木材等に関する情報提供サイト「クリーンウッド・ナビ」に掲載できる様式

で整理するとともに、本報告書にとりまとめられた。 
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2 事業の概要 

2.1 事業の背景及び目的 

TPP 協定の「環境章」において、各国における違法伐採の抑止に働く行政措置の強化が規定

された。これを踏まえて、平成 28 年 5 月に「クリーンウッド法」が制定され、1 年後の平成

29 年 5 月 20 日に施行された。そして、平成 29 年 11 月から、同法に基づく木材関連事業者の

登録が開始された。 

クリーンウッド法第 5 条において、事業者の責務として「木材等を利用するに当たっては、

合法伐採木材等を利用するよう努めなければならない」と定められており、同法第 6 条におい

て、木材関連事業者が合法伐採木材等の利用を確保するために取り組むべき措置について主務

省令で定めるとされている。この措置において、各木材関連事業者は、自ら取り扱う木材・木

材製品が合法的に伐採された木材かどうかを判断するために、「デュー・ディリジェンス」（払

って然るべき正当な注意義務及び努力）の思想を含めた適切な合法性の確認を行うこととされ

ている。 

また、国は、合法伐採木材の利用のための判断基準となるべき事項を定めるとともに、合法

伐採木材の流通及び利用の促進に必要な関連情報を収集・提供することとされており、木材関

連事業者が各生産国からの輸入を行う際に、効率的に合法性の確認を行い、事業が行えるよう

情報を提供する必要がある。 

このため、林野庁は、同庁ホームページ内に、合法伐採木材等に関する情報提供サイト「ク

リーンウッド・ナビ」を公開しており、クリーンウッド法などの法令に加え、木材関連事業者

が「合法性の確認」を行う際に有益な生産国の木材の流通状況や関係法令に関する各種情報を

掲載している。 

 

このような背景の中、木材関連事業者による木材等の合法性確認等の取組を一層推進するた

め、平成 27、28 年度の先行事業に引き続き、平成 29 年度補正予算において「『クリーンウッ

ド』利用推進事業のうち生産国における現地情報の収集（欧州地域等）」として本事業が実施

された。 

 

本事業は、「クリーンウッド法」に基づいて木材関連事業者による合法性の確認等の取組を

一層推進するため、木材関連事業者が効率的に合法性の確認等の取組を実施できるよう、生産

国における木材の流通や関連法令に関する情報を収集することを目的としている。 

 

2.2 事業の実施内容等 

2.2.1 事業の内容 

「『クリーンウッド』利用推進事業のうち生産国における現地情報の収集（欧州地域等）に

係る仕様書」に示された本事業の具体的な内容は、次のとおりである。 
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1） 事業概要 

木材関連事業者が取り扱う木材等の合法性の確認を適切に実施できるよう、以下の取組によ

り、生産国における木材の流通や関連法令に関する情報を収集して、「クリーンウッド・ナビ」

に掲載できる形に取りまとめる。 

2） 事業の具体的内容 

事業の具体的内容は以下の通りとする。なお、事業の実施にあたっては、あらかじめ林野庁

と協議の上で実施することとする。 

(1) 調査対象国 

ルーマニア、エストニア、ラトビア、フィジー、南アフリカ等 

（文献調査対象国として、フィンランド及びスウェーデンが追加指示された） 

(2) 調査内容 

ア 木材流通状況調査 

・調査対象国の木材流通の特徴(主要な木材輸出製品、木材の原産国等) 

・違法伐採に関する情報の有無・あればその内容 

イ 森林の伐採に関する法令等の調査 

・伐採に関する法令の概要 

・伐採に関する許可証等の法令に基づく書類の有無 

・伐採の合法性が確認できる書類(証明システム)の事例及びその発行条件 

ウ 木材の流通段階における法令調査 

・木材の流通段階における法令の有無及び事例 

・木材・木材製品を輸入・輸出する際の法令・証明システムの有無及び事例 

 

2.2.2 事業実施の基本方針 

事業の実施に当たっては、上記の事業の目的及び実施内容等を十分に踏まえた上で、次の基

本的な実施方針を掲げて、事業の効率的かつ効果的な実施に取り組んだ。 

 

1） 調査対象国の選定 

本事業の目的及び実施内容を踏まえた上で、より効果的な実施成果を得るために、「『クリー

ンウッド』利用推進事業のうち生産国における現地情報の収集（欧州地域等）に係る仕様書」

に記載された調査対象国７カ国に、イタリアを追加し、計 8 カ国を調査対象国とした。 

イタリアは、木製家具の日本輸入額がアジア圏に次いで突出して大きく、製材や合板の輸入

額も近年著しく増加している。その一方で、同国については、バルカン諸国やアフリカ諸国の

高リスク国からの木材が混入する重大なリスクが報告されている。2018 年 2 月時点で「クリ
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ーンウッド・ナビ」に掲載されておらず、同国の現地情報の収集が重要であると判断した。 

 

表 2.2.1 本事業の最終的な調査対象国 

調査区分 調査対象国 

現地調査 

【欧州地域】ルーマニア、イタリア、エストニア、ラトビア 

【大洋州地域】フィジー 
【アフリカ地域】南アフリカ               計 6カ国 

文献調査のみ 【欧州地域】フィンランド、スウェーデン         計 2カ国 

合計                             計 8カ国 

 

2） 調査範囲 

調査対象とする範囲、若しくは調査の枠組みとして、クリーンウッド法第 6 条において木材

関連事業者が合法伐採木材等の利用を確保するために取り組むべき措置として課せられた「判

断の基準」に基づいて、次のマトリックス表を活用した。なお、「判断の基準」は、EU 木材規

則の「デュー・ディリジェンス」と近しい概念となっている。 

 

表 2.2.2 判断の基準に基づくマトリックス表 

デュー・ディリジェンス 素材生産 加工 輸出 輸入 販売 建築・建設 その他 

情報の収集        

合法性の確認        

追加的措置        

 

判断の基準の構成要素としては、①情報の収集、②合法性の確認、③追加的措置がある（EU

木材規則のデュー・ディリジェンスの構成要素は①情報の収集、②リスク評価、③リスク低減

となっている。）。それぞれについて、工程別の手法と留意事項を、製品種目の違いを考慮しな

がら情報収集して分析・整理することとした。 

工程については、素材生産から加工、輸出までの段階を主な調査対象とすることとした。 

木材流通の対象製品は、丸太、製材品、木材チップ・木質ペレット、合板・集成材、木製家

具、紙を想定しつつ、調査対象国の状況等により、実行関税表第 9 部第 44 類(紙の場合は第 48

類)に掲げられている品目を、基本的に調査対象とすることとした。 

ただし、日本への木材等の輸入状況は調査対象国ごとに異なるため、木材関連事業者が効率

的に合法性の確認等に取り組むために求める調査結果も国ごとに異なる。したがって、事例に

ついては、各国の日本への輸入が特徴的な品目に焦点を当てて、情報収集を行うこととした。 

 

(1) 「情報の収集」の手法と留意事項に関する調査範囲 

各国の合法性の定義（関連法令、許認可制度及び必要書類）と特異性に関する情報を対象と

して収集・分析し、「輸出国側が木材及び木材製品について何をもって合法としているか」を

明らかにすることとした。 
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(2) 「合法性の確認」に関する調査範囲 

クリーンウッド法上の合法性の範囲とは必ずしも一致しないが、より幅広い合法性の情報を

整理するため、EU 木材規則の合法性の範囲を参考とした。EU 木材規則の合法性の範囲は以

下のような項目に定義されており、ヨーロッパ木材貿易連盟（ETTF）もリスク評価の調査範

囲としてこれを採用している。 

 合法伐採権（土地所有権、コンセッションライセンス、森林管理・伐採計画、伐採許

可） 

 税金と手数料（ロイヤルティの支払と伐採手数料、付加価値税とその他売上・販売税、

収入及び利益税） 

 木材伐採(林業（木材伐採）規制、保護地域及び樹種、環境配慮事項、安全衛生、合法

的な雇用) 

 第三者の権利(慣習的な権利、自由で事前の十分な情報に基づく同意（FPIC）、先住民

族の権利) 

 貿易と輸送（樹種・量・品質の分類、貿易と輸送、外国間貿易と振替価格操作、税関

規制、CITES（ワシントン条約）、デュー・ディリジェンス／デュー・ケア） 

 

本事業では、特に木材伐採や第三者の権利に関する項目について、持続可能性に配慮した調

達で社会的な関心が高まる傾向にあるため、十分な確認を行うこととした。 

 

(3) 「追加的措置」に関する調査範囲 

クリーンウッド法では、合法性の確認ができない場合、追加的措置が必要とされている。追

加的措置の手法については、EU 木材規則下のリスク低減の手法が参考になると考えられた。 

ETTF が EU 木材規則に忠実に策定したリスク低減の手法は、以下のように分類されている。 

 現地サプライチェーン監査（CoCに特化） 

 森林管理ユニット（FMU）監査（現地FMU監査又はFMU監査に基づく文書確認） 

 認証/証明木材を要求する 

 サプライヤー代替 

 サプライチェーンマッピング（追加情報の要求） 

 

本事業では、このようなリスク低減に関する手法の内訳を参考にして、各国におけるリスク

情報を整理した上で、どのような追加的措置の手法が有効かを考察することとした。 

また、最近の持続可能性に配慮した調達においては、監査や認証プロセスにおいて、どのよ

うにして書類と現場・現物の実態に乖離が出ないようにするかが重要になってきているため、

こうした点についての確認にも留意することとした。 

 

2.2.3 事業の実施 

本事業は、生産国における「現地情報の収集調査の実施」と、「調査委員会の開催」の 2 つ

のコンポーネントで構成され、その結果を「成果報告会の開催」に収斂させ、事業成果につな

げるものである。 
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本事業の実施に当たっての作業フローは、図 2.2.1 に示すとおりであり、それぞれのコンポ

ーネントの実施内容は次のとおりである。 

 

図 2.2.1 本事業実施の作業フロー 

 

【生産国における現地情報の収集】 

1） 既往情報の整理 

インターネットに公開されている情報を収集して、あらかじめ各国の法令やシステムの概要

を把握して、現地調査で情報収集する内容を計画した。その際には、以下の Web サイトを中

心とした違法伐採に関する情報も収集した。 

 

 Forest Legality Alliance (http://www.forestlegality.org/risk-tool) 

米国の環境系シンクタンクである World Resources Institute が運営している。国別の関連法

令及び必要書類、森林資源の概況、管理実態の概況、木材製品の概況、関連組織のリスト

http://www.forestlegality.org/risk-tool
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（業界団体、NGO、行政機関）、リスク評価・低減ツールを掲載している。 

 

 NEPCon (http://www.nepcon.org/forestry-risk-profiles) 

デンマークの合法性証明・森林認証関連NGOが運営しており、上記と同様の内容である。

特に、デュー・ディリジェンスの情報の収集、リスク評価及び低減について、具体的な手

順に沿って、情報を網羅的かつ簡潔にまとめている。 

 

 Illegal Logging Portal (http://www.illegal-logging.info) 

英国の王立国際問題研究所 Chatham House が運営しており、全世界の違法伐採材対策に係

る幅広い情報を提供している。国別に最新の関連ニュースをまとめており、最新動向や関

係機関を知る手がかりとして有効である。 

 

 Environmental Investigation Agency (https://eia-global.org) 

米国に本部を置く潜入捜査を専門とする環境 NGO が運営しており、世界各地で木材業者

を装い違法伐採材の商談を行うことで違法性の裏付けを行っており、デュー・ディリジェ

ンスを実施する際の具体的な注意点が実例を通して理解できる。 

 

2） 現地調査の実施 

(1) 基本的な調査手法 

情報収集調査では、表 2.2.2 に示した工程別の判断の基準の構成要素に着目して、情報を収

集した。収集する情報は、主に、中央政府の森林に関する行政機関、通商産業に関する行政機

関において施行している木材生産及び取扱い、流通・加工・輸出に係る法令や許認可等のシス

テムとし、それぞれの内容を把握するとともに、全体を体系的に把握した。 

また、法令・許認可制度の運用実態を把握するために、まず、木材生産者、木材加工業者、

流通業者、木材輸出業者等の業界団体等を対象に聴き取り調査を行い、業者のリストやサプラ

イチェーンや産業連関の概況、法令・制度を遵守するための具体的な手続内容、手続きに必要

な書類（様式）の入手・記入・提出方法、その他手続のために必要な作業等を明らかにした。

その際、木材の輸入に際して合法性に関する配慮事項が設定されている主に EU に向けた木材

の取扱いに注目しつつ、日本向け木材輸出における合法木材のトレーサビリティに焦点を当て

ながら、木材製品の取扱いの実態についても調査した。さらに、FSC、PEFC 及び PEFC と相

互承認している各国で定められた森林認証システム等の状況についても調査した。 

 

(2) 調査対象国ごとの調査ポイント 

それぞれの調査対象国における木材等の日本への輸出状況を踏まえ、焦点を当てた調査内容

は表 2.2.3 に示すとおりとした。 
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表 2.2.3 調査対象国ごとの調査ポイント 

特徴 
国名 

概   況 調査ポイント 

欧   州   

ルーマニア ・ 集成材、合板などを日本へ輸出している。 
・ 森林伐採施業と加工輸出のリスク情報が

存在する。 

・ 伐採段階、木材流通段階(隣国への輸出輸入)に焦点を
当てた。 

・ 特にオーストリアへの輸出に関連して、オーストリア

の木材流通段階についても確認した。 

エストニア ・ 製材、木材チップ、集成材などを日本へ輸

出している。 

・ 伐採段階、木材流通段階(原料の輸入、隣国への輸出)

に焦点を当てた。 

ラトビア ・ 製材、合板などを日本へ輸出している。 ・ 伐採段階、木材流通段階(原料の輸入、隣国への輸出)
に焦点を当てた。 

イタリア ・ 製材、合板、木製家具などを日本へ輸出し
ている。 

・ 高リスク国からの原料を使用していると

指摘されている。 

・ 特に木製家具の木材流通段階(原料の輸入・加工・輸出)
に焦点を当てた。 

フィンランド ・ 製材、合板などを日本へ輸出している。 【文献調査のみ】 

・ 木材流通段階に焦点を当てた。 
・ 原料の輸入についても留意した。 

スウェーデン ・ 製材、合板、木製家具などを日本へ輸出し

ている。 

【文献調査のみ】 

・ 木材流通段階に焦点を当てた。 
・ 原料の輸入についても留意した。 

太平洋州   

フィジー ・ 主に人工林から生産されている。 

・ 主に木材チップを日本へ輸出している。 

・ 人工林の伐採段階に焦点を当てた。 

アフリカ州   

南アフリカ ・ 主に人工林から生産されている。 
・ 主に木材チップを日本へ輸出している。 

・ 人工林の伐採段階に焦点を当てた。 

 

(3) 現地調査の実施 

本事業の調査対象国のうち、ルーマニア、イタリア、エストニア、ラトビア、フィジー及び

南アフリカの 6 カ国に関連して、下表のとおり現地調査を実施し、必要な情報を収集した。 

 

表 2.2.4 調査対象国別の情報収集調査の概要 

調査対象国 現地調査期間 

ルーマニア 平成30年7月6日～7月22日 

イタリア 
平成30年9月2日～9月16日 
平成30年11月21日～11月25日（注：中国上海において開催されたアジ

ア向けのイタリア家具の展示会にて情報を収集した。） 

エストニア 平成30年8月13日～8月24日 

ラトビア 平成30年9月28日～10月11日 

フィジー 平成30年9月4日～9月18日 

南アフリカ 平成30年9月17日～9月30日 

 

【調査委員会の開催】 

本事業では、生産国における現地情報を効率的かつ的確に収集するとともに、木材関連事業

者が理解・活用しやすく整理することが必要であるため、林野庁の他、木材等製品の流通、合

法性等に関する学識経験者、業界団体、NGO 等から成る調査委員会を設置し、委員より多角

的な助言を得ながら、事業を進めた。 
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調査委員会委員は、林野庁担当者と協議の上、表 2.2.5 に示す 6 名を選考して委嘱した。 

 

表 2.2.5 調査委員会委員 

No. 種   別 氏   名 所    属 

１ 
学術経験者 

柿澤 宏昭 北海道大学大学院農学研究院 教授 

２ 百村 帝彦 九州大学熱帯農学研究センター 大学院地球社会統合科学府 准教授 

3 

業界団体 

上河 潔 日本製紙連合会 顧問 

4 岡田 清隆 日本木材輸入協会 専務理事 

5 森田 一行 一般社団法人全国木材組合連合会 常務理事 

6 NGO 橋本 務太 WWFジャパン 森林グループ長 

 

調査委員会は、本事業の実施期間中に、3 回（開始時、中間報告時、取りまとめ時）開催し

た。各調査委員会の開催時期、目的・内容等は、下記に示すとおりである。 

 

表 2.2.6 調査委員会の開催時期及び目的・内容 

調査委

員会 
開催年月日・場所 開催目的・内容 

第1回 日時：平成30年5月25日（金）14：00～16：00 

場所：TKPスター貸会議室 四谷 第1会議室 

   〒160-0004 東京都新宿区四谷1-8-6 

・ 委員の紹介 

・ 本事業の背景、事業内容等の説明 

・ 調査対象国の概要説明及び現地調査の実施計画（案）

の説明 

・ 本事業の実施方針等に関する協議 等 

第2回 日時：平成30年8月31日（金）14：00～16：00 

場所：主婦会館プラザエフ 3F コスモス  

   〒102-0085 東京都千代田区六番町15 

・ ルーマニア、エストニアにおける現地調査結果の概要

説明 

・ ラトビア、イタリア、フィジー、南アフリカの事前情

報収集調査結果の概要説明 

・ 今後の現地調査の実施方針・方法等に関する協議 等 

第3回 日時：平成31年1月18日（金）13：00～15：30 

場所：主婦会館プラザエフ 8F パンジー 

   〒102-0085 東京都千代田区六番町15 

 

・ 全調査対象国の調査結果のとりまとめに係る説明 

・ 今後の報告会開催、報告書の最終化等の方針・方法等

に関する協議 等 

 

【成果報告会の開催】 

各調査対象国における現地調査・文献調査の結果について、「クリーンウッド・ナビ」への

掲載に先がけて、木材等関係事業者、関連業界団体、NGO 等、広く関係者に報告するため、

下記のとおり、成果報告会を開催した。 

 

日時：2019 年 2 月 15 日（金） 

13 時 30 分～16 時 30 分 

場所：主婦会館プラザエフ 

9F 「スズラン」 

〒102-0085 

東京都千代田区六番町十五番 

参加者数：62 名  
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2.3 事業の実施体制 

本事業を実施するに当たり、調査対象国における迅速かつ円滑な情報収集を行うため、それ

ぞれの国の森林・林業政策や木材の流通に精通している技術者や、海外調査の豊富な経験を有

する技術者を多く配置する必要がある。そのため、一般社団法人日本森林技術協会と一般社団

法人全国木材検査・研究協会が共同事業体を形成し、本事業を実施した。 

共同事業体の両構成員が調査対象国における迅速かつ円滑な情報収集を分担して実施した

後、主幹機関である一般社団法人日本森林技術協会が、収集した情報をとりまとめて整理した。 

 

本事業の実施体制として、共同事業体の主幹機関である一般社団法人日本森林技術協会に、

管理技術者、照査技術者及び事業責任者（主査）を配置し、主査の下、共同事業体の両構成員

から事業担当者を選出して本事業の実施チームを編成した。主査を含む事業担当技術者には、

海外における調査業務の経験が豊富な技術者、本事業の調査対象国における業務経験を有する

技術者を配置し、適切かつ効率的に事業を実施する体制を整えた。 

さらに、調査のスケジュールや作業量に柔軟に対応できるよう、一般社団法人日本森林技術

協会の事業部森林情報グループ及び企画グループにバックアップ要員を配置した。 

 

表 2.2.7 事業実施・バックアップ体制（主な業務従事予定者） 

区  分 氏  名 所属・役職 

管理技術者 金森 匡彦 (一社)日本森林技術協会 事業部 森林情報グループ グループ長 

照査技術者 小林 周一 (一社)日本森林技術協会 事業部 国際協力グループ グループ長 

主査 西尾 秋祝 (一社)日本森林技術協会 事業部 指導役（国際協力グループ） 

業務担当者 

松本 淳一郎（副査） (一社)日本森林技術協会 事業部 国際協力グループ リーダー 

久納 泰光 (一社)日本森林技術協会 事業部 国際協力グループ  

中村 有紀 (一社)日本森林技術協会 事業部 国際協力グループ  

小松 隆平 (一社)日本森林技術協会 事業部 森林情報グループ  

佐藤 雄一 (一社)全国木材検査・研究協会 専務理事・調査研究部長 

佐々木 亮 (一社)全国木材検査・研究協会 調査研究部副部長 

祇園 紘一郎 (一社)全国木材検査・研究協会 調査研究部 

大久保 尚哉 (一社)全国木材検査・研究協会 調査研究部 

武政 有香 (一社)全国木材検査・研究協会 調査研究部 

（バックアップ） 

藤井 創一朗 (一社)日本森林技術協会 事業部 森林情報グループ  

佐藤 顕信 (一社)日本森林技術協会 事業部 森林情報グループ 

吉田 城治 (一社)日本森林技術協会 事業部 森林情報グループ  

郡 麻里 (一社)日本森林技術協会 事業部 森林情報グループ  

永野 裕子 (一社)日本森林技術協会 事業部 森林情報グループ 

宮部 秀一 (一社)日本森林技術協会 事業部 企画グループ リーダー 

島崎 奈緒実 (一社)日本森林技術協会 事業部 企画グループ 事務主任 
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4.7 フィンランド 

4.7.1 概要 

フィンランド共和国（以下、「フィンラン

ド」という。）は、スカンジナビア半島東部の半

島のつけ根にあたる位置にあり、スウェーデ

ン、ノルウェー及びロシアと内陸で、エストニ

アとはバルト海を隔てて接している。 

フィンランドはロシア帝国が崩壊した 1917

年にロシアからの独立を宣言し、1919年に憲法

を制定した大統領を元首とする共和国である。

1155年にスウェーデンからキリスト教宣教師が

布教に訪れてから以降、フィンランドはスウェ

ーデンの一部になっていた。しかし 16世紀以

降のスウェーデンとロシアの間の度重なる戦争

により段階的にロシアに割譲され、1809 年には

スウェーデンとロシアが二年に渡り争ったフィ

ンランド戦争の結果、フィンランドはロシア領

となった。このときにロシア皇帝はフィンラン 

ドを立憲君主制の大公国として自らフィンランド大公を名乗り、その２年後にヘルシンキ

を首都に定めている。フィンランドは 1917 年の独立宣言の後も、1939年から 1944年まで

の間にロシアの侵攻を受け、結果として国土の一部を割譲したが、独立と主権を維持して

今日に至っている。 

このような歴史背景から、フィンランドはスウェーデンとの結びつきが強く、1922 年の言

語法ではフィンランド語とスウェーデン語を公用語に定めている1。 

フィンランドは 1995 年に EU に加盟、2002 年にユーロを導入している。 

 

１）森林 

フィンランドの国土面積は 30 万 4,000 ㎢、内陸水面を除く土地面積は 30 万 3,910 ㎢であ

る。フィンランドは、国土の約四分の一がラップランドと呼ばれる北極圏にあり、生産的な

森林は国の南部に展開している。フィンランドの森林面積は、一般的に約 2,280 万 ha といわ

れている。この面積は、表 4.7.1 に示した森林と灌木低質林を合計した面積である。 

フィンランドでは森林を林業用地の一部に位置付け、林業用地の内訳として、森林、灌木

低質林、湿地・荒地及び林道、貯木場その他の林業基盤用地を設定している。フィンランド森

                                                   
1 言語法は 2004 年に改正され、フィンランド語とスウェーデン語の他に少数民族であるサーミ族が使用しているサー

ミ語が公用語に加えられた（参考資料：在東京フィンランド大使館ウェブサイト（http://www.finland.or.jp））。 

 

図 4.7.1 フィンランド共和国位置図 
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林研究所（Metla）のウェブサイト2によれば、フィンランドでは輪伐期中の木材生長量を基準

にして森林及び林業用地を表4.7.2のように定義している。同ウェブサイトの解説によれば、

フィンランド国有林はフィンランド独自の森林の定義と併せて、1996 年から森林に関する国

際的な議論のために FAO の森林の定義の使用も開始しており、FAO の定義を使用するとフィ

ンランドの森林面積はフィンランド独自の定義によるものよりも３％小さくなるという。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フィンランドの土地面積に占める森林面積の割合は、表 4.7.1 の森林だけの面積（2,032

万 2,000ha）を採用すると 67％、森林と灌木低質林の合計面積を採用すると 75％になる。 

フィンランドの森林所有構造の特徴を概括的にいえば、個人有林が面積の過半を占めて

いること、複数の森林所有者を組織化し森林に投資を呼びかけ、持株形式で株主の利益のた

めの持続的森林経営を目指す林業経営組織が運営する共有林が発達したことにより、森林経

営に参加する多数の者が存在することにある。フィンランド森林協会のウェブサイトによる

と、森林の約 60％が共同所有を含む約 63 万 2,000 人の個人によって所有されており、これ

はフィンランド人の 14％が森林所有者であることを意味しているという3。 

所有形態別森林面積の割合については、い

くつかの異なる数字が発表されている。たと

えば、農林省傘下の林業センターが 2018 年

９月に日本で使用した資料では、個人有林

53％、国有林 35％、社有林 12％という数字が

ある。一方で、農林業関係の統計を発表して

いる農林省傘下のフィンランド天然資源研

究所のデータベースにより森林の所有構造

別面積を探ると、2013 年に実施した１ha 以

上の規模の森林を対象とした調査結果とし

て表 4.7.3 に掲げる数値が発表されている。

これによれば所有形態別森林面積は、個人有

                                                   
2 http://www.metla.fi/ 
3 https://smy.fi/。この文の森林所有者数は、２ha を超える面積の森林を所有する者の数。 

 

 

 

 

 

表 4.7.1 利用区分別土地面積 表 4.7.2 フィンランドの森林の定義 

表 4.7.3 森林生産地域における所有形態別 

森林箇所数・面積 
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林 60％、国有林 26％、会社有林９％、その他

５％であるが、この数値も調査対象森林面積

の合計が 1,748 万 6,625haで、表 4.7.1 の森

林面積（2,032 万 2,000ha）と比べると 283万

5,000ha も少ない数字であるため参考値とし

て取り扱われたい。 

フィンランドの森林資源量は、23億 5,600万

㎥である。フィンランドの主要樹種はマツ

（Pinus Silvestris L.）、スプルース（Picea Abies  

(L.) Karst）及びカバ（Brtula pendula Roth 及び Brtula pendula Ehrm）で、樹種別森林資源量はマ

ツが 50％（11 億 7,400 万㎥）、スプルースが 30％（７億 800 万㎥）、カバは 17％（３億 9,200

万㎥）である。 

 

２）丸太生産量 

丸太生産量は、2000 年から 2008 年までの期間は 6,000 万㎥前後を増減しながら推移し、

2009年には経済不況の影響により 4,830 万㎥まで落ち込むが、その後回復して 2016 年には

7,000 万㎥を超える増加をみせている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フィンランドでは個人有林の丸太生産量が多い。2017 年は、丸太生産量 7,242 万 6,000 ㎥

の内、84％にあたる 6,115 万 6,000 ㎥が個人有林から生産されている。なお、同年に国有林

 

 

表 4.7.4 樹種別森林資源量 

表 4.7.5 所有形態別及び樹種別丸太生産量 
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及び会社有林から生産した 1,127 万㎥の丸太のほぼ全量にあたる 1,117 万 8,000 ㎥は、会社

有林から生産されたものである。 

丸太生産量の樹種別割合は、2017 年はマツが 42％、スプルースが 37％、カバを主体とし

た広葉樹が 21％であった。2000 年以降の丸太生産量の樹種別割合に大きな変化はないが、

2000 年の同割合がマツは 40％、スプルースは 43％、広葉樹が 16％であるのと比較すると、

スプルースの割合が縮小している。一方で広葉樹の割合は少しずつ拡大し、2008 年以降、

20％以上の割合になっている。 

木材製品の需要が好調であること及び林産業への投資が拡大を続けていることが個人有

林所有者の出材意欲を高めたようで、2018 年も丸太生産量は引続き増加している4。 

 

３）製造業 

フィンランドの産業は、伝統的に木材、鉱物その他の自国産天然資源から製品を加工し、

その製品を欧州を主体として世界各国に輸出して発展してきた。林産物の輸出額は、輸出額

全体の 20％（119 億 2,100 万ユーロ）を占め、林産物はフィンランドを代表する輸出産品であ

り続けている。林産物の中でも紙、紙及び板紙製品並びにパルプの輸出額が多く、2017 年の

輸出額の 15％（90 億 7,000 万ユーロ）を占めている。 

林産物以外の主な輸出産品

は、化学製品（輸出額シェア 19％、

輸出額 114 億 6,900 万ユーロ）、

金属及び金属製品（同、15％、88

億 5,900 ユーロ）、機械及び機械

設備（同 13％、77 億 9,800 万ユ

ーロ）である5。 

2017 年の実質国内生産額

（GDP）全体（2,238 億 4,300 万

ユーロ）に占めるシェアは、製造

業が 15％（339 億 4,100 万ユー

ロ）、林産業は２％（46 億 3,000

万ユーロ）であった。2013年か

ら 2017 年の間の実質国内生産

額は、全体で 10.1％増加したが、

製造業については 14.5％と全

体を上回る増加をみせ、さらに 

林産業については同じく 18.3％と大きな伸びとなった。 

2016年現在、フィンランドには約 35 万 7,000 件の事業所があり、約 142 万 8,000 人が雇

                                                   
4 Natural Ressources Institute Finland, “Finnish Forest Sector Economic Outlook 2018-2019, Executive Summary”, 2018, p5 
5 括弧内は 2017 年実績。 

 

 

 

 

表 4.7.6 産業別実質国内生産額 

表 4.7.7 業態別事業所数・従業員数（2016 年） 
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用されている。同じく木材製品製造業については 1,752 件の事業所に約１万 8,000 人が雇用

され、紙・紙製品製造業については 180 件の事業所に約１万 9,600 人が雇用されている。 

さらに林業・素材生産業については 2016 年に約７万 3,000 件の事業所があり、従業員数

は約５万 1,500 人である。林業・素材生産業は林産業とともに、地方経済を支える産業とし

て重要視されている。 

 

4.7.2 木材需給 

１）木材供給 

2017 年の丸太供給量は 7,810 万㎥で、この内、国内生産量が 7,242 万 6,000 ㎥（93％）、

輸入量は 558 万 4,000 ㎥（７％）であった。2000 年以降の丸太供給量の推移は、2000 年に

は 7,301 万 9,000 ㎥あったものが 2009 年には 5,350 万 7,000 ㎥まで減少するが、その後回

復し、2017 年の丸太供給量は 2000 年以降の丸太供給量のピークである 2007 年の 7,888 万

3,000 ㎥に近い水準にまで回復している。 

2009 年の丸太供給量の減少は、2008 年９月

の「リーマンショック」に端を発する世界的

な経済不況が生じたこと、フィンランドの隣

国ロシアが 6.5％であった丸太輸出関税を

2007年７月に 20％に、さらに 2008 年４月に

25％に引き上げたことが主な原因である。そ

の後、丸太の国内生産量は回復するが、丸太

輸入量はロシアの丸太輸出関税引き上げに

より伸び悩んでいる。2000年以降の丸太供給

量のピークである 2007 年と 2017 年の数値を

比較すると、輸入量は 63％減少したのに対し、

国内生産量は 13％増加している（全体の供給

量は同期間で１％減）。丸太供給量に占める丸

太輸入量の割合は、2007 年の 19％から 2017

年の７％に 12％縮小した。 

丸太の相手国別輸入量は、高率の丸太輸出

関税が課されているものの依然としてロシ

アからのものが多い。2017年のロシアからの

丸太輸入量は 477 万 2,000㎥で、丸太輸入量

の 85％を占めている。ロシア以外の丸太の輸

入相手国は、エストニア、ラトビア、スウェ

ーデン及びノルウェーである。 

なお、フィンランドは紙・パルプやペレット、 

木質ボードなどの原料となるチップを 2017 年に 269 万 6,000ｔ輸入している。チップの主

 

 

表 4.7.8 丸太供給量 

表 4.7.9 国別丸太輸入量（2017 年） 
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要相手国もロシアであり、ロシアからの輸入量は 223 万 9,000ｔでチップ輸入量の 83％を占

めている。ロシア以外のチップの輸入相手国は、エストニア（30 万 9,000ｔ）、ラトビア（13

万 8,000ｔ）及びノルウェー（1 万ｔ）である。 

フィンランドは 2017 年に、製材品を 56 万 8,000 ㎥、単板を２万㎥、合板を９万 7,000

㎥、切削板を 11 万 3,000 ㎥、繊維板を９万 4,000ｔ、パルプを 56 万 5,000ｔ、紙を 13 万

ｔ，板紙を 22 万 1,000ｔ、紙と板紙の複合製品を 10 万 4,000ｔ輸入している。 

フィンランドの林産物輸入量は少ないが、輸入量は概ね増加傾向で推移している。特に

製紙原料となるパルプについては、2017年には 56 万 5,000ｔと 2000 年対比 4.2 倍もの輸入

がなされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2017年にフィンランドは、製材品を 56万

8,000 ㎥輸入している。製材品の主要輸入相

手国はロシアであり、2017年は製材品輸入量

の 92％にあたる 52 万㎥をロシアから輸入し

ている。2017 年に輸入したマツ製材品（20 万

4,000 ㎥）の 92％（19 万 6,000 ㎥）、同じくス

プルース製材品（30 万 3,000 ㎥）のほぼ全量

（30 万 2,000 ㎥）はロシアからの輸入である。 

2017年の単板（輸入量２万㎥）の相手国は、

ロシア（１万 1,000㎥）、エストニア（8,000㎥）

及びイタリア（1,000 ㎥）であった。 

同じく木質ボードについては、合板はロシア、切削板はラトビア及びエストニア、繊維板

はドイツ及びポーランドが主要輸入相手国である。  

 

 

表 4.7.10 主要林産物輸入量 

表 4.7.11 国別製材品輸入量（2017 年） 
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フィンランドは、輸入量が大きく増加しているパルプを主にブラジルから輸入している。

2017年のブラジルからのパルプ輸入量は 34 万 6,000ｔで、パルプ輸入量の 59％を占めてい

る。 

フィンランドの紙の主要輸入相手国はスウェーデンで、2017 年はスウェーデンから紙輸

入量の 61％にあたる６万 4,000ｔを輸入した。 

フィンランドの板紙の主要輸入相手国もスウェーデンである。2017 年のスウェーデンか

らの板紙輸入量は 13 万 4,000ｔで、板紙輸入量の 61％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

表 4.7.12 国別単板輸入量（2017 年） 表 4.7.13 国別合板輸入量（2017 年） 

表 4.7.14 国別切削板輸入量（2017 年） 表 4.7.15 国別繊維板輸入量（2017 年） 

表 4.7.16 国別パルプ輸入量（2017 年） 表 4.7.17 国別紙輸入量（2017 年） 
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２）木材加工 

フィンランド統計局によると、2016 年にフィンランドには２万 4,551 件の林業・素材生

産業、1,762 件の木材製品製造業及び 180 件の紙・紙製品製造業の事業所が存在する（表

4.7.7）。これらの事業所には、大規模な国際林産物企業とともに数多くの中小零細規模の事

業所が含まれている。 

フィンランドには、製材品、木質パネルその他の製品別の林産工場に係る統計が存在し

ていない。このため、表 4.7.7 に掲げた木材製品製造業の製品別内訳は不明である。 

しかし、フィンランドの

代表的な木材加工業及び製

紙業で組織するフィンラン

ド林産物協会と製材工場で

組織するフィンランド製材

協会は、ウェブサイトで会員

の工場を紹介しているので、

両協会及び会員企業のウェ

ブサイトから両協会に所属

する企業の工場数を集計す 

ると表 4.7.19のような結果 

になる。両協会の会員企業の工場数は、製材工場が 58 件、合板、LVL 及び CLT 工場が 12

件、繊維板工場と切削板工場が各１件、パルプ工場が 19件、製紙工場が 17件、板紙工場は

14件である。ただし、43か国の製材工場を紹介するウェブサイトである The Sawmill Database

（製材工場データベース）6では、フィンランドの製材工場として 92 件の工場を紹介してい

る。 

 

                                                   
6 https://www.sawmilldatabase.com/ 

 

 

 

 

表 4.7.18 国別板紙輸入量（2017 年） 

表 4.7.19 林産団体加入企業の工場数 
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フィンランドの林産業は、主に国内産の木材を原料にして生産活動を行っている。2017 年

の産業用丸太の消費量は 6,967 万㎥であった（表 4.7.20）。産業別には、木材加工産業は同

年に 2,970 万㎥の丸太を消費し、消費した丸太の 98％はフィンランド国産材である。紙・

パルプ産業は 3,997 万㎥の丸太を消費し、消費した丸太の 83％がフィンランド国産材であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2017 年にフィンランドでは 1,175 万㎥の製材品が生産された。フィンランドが生産する

製材品はほぼ全量が針葉樹で、広葉樹製材品の生産量は限られている。製材品生産量は、2008

年から始まった不況による需要低迷で 2008年の生産量は前年に対して 21％もの減少となっ

た。製材品生産量は 2013 年には 1,000 万㎥を超える水準にまで回復したが、2017年に至っ

ても経済不況以前の水準には回復していない（表 4.7.21）。 

木質パネルについては、2017 年に合板が 124 万 1,000 ㎥生産されている。2000 年以降の

合板の生産量は 2006年の 141万 5,000㎥をピークに 2009年には 80万㎥にまで落ち込むが、

その後回復して 2000 年代前半の水準にまで回復している。切削板及び繊維板の生産量につ

いては、切削板が 2012 年以降の数値が、繊維板は 2013 年以降の数値が発表されていない。

この要因については現段階では明らかではないが、かつては複数あった工場が切削板工場に

ついて 2012 年以降、繊維板工場については 2013年以降一つになったため、統計局が個別工

場の情報を保護する観点から統計数値の発表を伏せていると考えられる（表 4.7.22）。 

 

 

 

 

 

表 4.7.20 産業別丸太消費量 
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フィンランドでは 2017 年に 665 万 4,000ｔの紙・板

紙と 1,084 万 3,000ｔのパルプが生産されている。経済

不況が本格化する前の 2008 年までは、概ね紙・板紙は

1,000 万ｔ前後、パルプは 1,200 万前後の生産がなされ

ていたが、2009年には紙・板紙は 809 万 6,000ｔ、パル

プは 881 万 5,000ｔまで生産量が落ち込んだ。パルプは

翌年の 2010 年に 1,000 万ｔを超える生産量に回復し、

その後、生産量は横ばいで推移している。しかし、紙・

板紙の生産量は回復せず、2009 年以降、減少を続けて

2017年に至っている。 

  

  

 

表 4.7.21 製材品生産量 表 4.7.22 木質パネル生産量 

表 4.7.23 紙・パルプ生産量 
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３）需要 

2017 年のフィンランドの林産物の国

内需要について、名目消費量7を算出す

ると 2017 年は丸太が 1,175 万㎥、製材

品は 294万 2,000㎥、合板は 29万 9,000

㎥、パルプは 766 万 5,000㎥となる。 

2017 年の製材品の名目消費量は、

2000 年以降のピークである 2007 年の

602 万 8,000 ㎥と比較すると約半分で、

2010 年以降の経済回復を考慮すると少

ないと考えられる。製材品の名目消費

量が回復しない要因としては、第一に

輸出量が増加したこと、第二に欧州で

は特に 2010年台に入ってからグルーラ

ムや CLT その他の集成技術を用いた建

築資材の生産量が増加し続けているの 

で、製材品は生産されても生産量としてはカウントされずに、これらのラミナとして使用さ

れている可能性が考えられる。 

パルプの名目消費量については、2008 年と 2009 年に減少し、その後 2011 年には 824 万

3,000ｔまで回復しているが、2012年以降は小幅な増減をしながらわずかに減少する傾向で

推移している。 

林産物の輸出動向は、製品別に違いがある。表 4.7.25 に掲げた品目の輸出量は、経済不

況が世界中に蔓延した 2009 年に減少している。それ以後のフィンランドの林産物輸出量は、

切削板、紙、紙・板紙複合製品は減少傾向で推移し、丸太、製材品、合板、繊維板、パルプ

及び板紙については増加傾向で推移している。この内、2017 年の丸太、製材品及びパルプの

輸出量の数値は、2000 年以降最大を記録している。 

2017 年の丸太輸出量は 111 万 1,000 ㎥で、2000 年代前半の輸出量の倍の量を記録した。

同年の丸太の主要輸出相手国はスウェーデンで 87 万 4,000 ㎥（丸太輸出量の 79％）の丸太

を輸出した。2017年にフィンランドは、中国、エジプト、ドイツ、イギリス、ルーマニアな

ど計 23か国に丸太を輸出している。 

2017 年の製材品輸出量は 937 万 6,000 ㎥で、同年の主要輸出相手国は中国（174 万 5,000

㎥、製材品輸出量の 19％）及びエジプト（129 万 7,000 ㎥、同 14％）で、日本は３番目に輸出

量が多く輸出量は 98 万 9,000 ㎥（製材品輸出量の 11％）であった。2017 年にフィンランド

は、59 か国に製材品を輸出している。 

  

                                                   
7 名目消費量＝（生産量＋輸入量）－輸出量 

 

表 4.7.24 主要林産物の名目消費量 
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表 4.7.25 主要林産物輸出量 
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2017 年の合板輸出量は 103 万 9,000 ㎥で、

2008 年以前の 100 万㎥を上回る水準まで輸出

量が回復した。主要輸出相手国はドイツ（輸出

量 18 万 3,000 ㎥、合板輸出量の 18％）、英国（同

13 万 5,000 ㎥、同 13％）及びスウェーデン（同

13 万㎥、同 13％）で、日本にも 5,000 ㎥が輸出

された。2017年にフィンランドは 46 か国に合

板を輸出している。 

 

 

さらにフィンランドは、2017 年に単板

を 15 か国に向けて５万 8,000 ㎥、切削板

を５か国に向けて２万 1,000 ㎥、繊維板を

９か国に向けて４万 4,000ｔ輸出している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.7.26 国別丸太輸出量（2017 年） 表 4.7.27 国別製材輸出量（2017 年） 

表 4.7.28 国別合板輸出量（2017 年） 

表 4.7.29 国別単板輸出量（2017 年） 
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パルプ輸出量は、2013 年には 300 万 t を上回り、2017 年の輸出量は 374 万 3,000ｔであ

り、2000 年以降の最大の数量となった。パルプの主要輸出相手国は、中国（輸出量 121 万

4,000ｔ、パルプ輸出量の 32％）及びドイツ（同 55 万 6,000ｔ，同 15％）である。2017年にフ

ィンランドは、60 か国にパルプを輸出している。パルプの需給状況については、2010 年以

降、パルプ生産量がほぼ横ばいである一方で紙・板紙の生産量が減少したため、輸出量の増

加がみられている。 

2017 年の紙輸出量は、622 万 4,000ｔであった。紙輸出量は 2008 年以降、増減しながら

減少傾向で推移している。2017 年の紙の主要輸出相手国はドイツ（輸出量 121 万 7,000ｔ、

紙輸出量の 20％）である。2017 年にフィンランドは、101か国に紙を輸出している。 

2017 年の板紙輸出量は 355 万 2,000ｔであった。板紙の輸出量は、2009 年に輸出量が若

干減少するものの、他の林産物と比較すると減少幅が軽微であった。さらに、輸出量は 2015

年には 300 万ｔを超えて増加を続けている。2017 年にフィンランドは、95 か国に板紙を輸

出している。 

  

 
 

表 4.7.30 国別切削板輸出量（2017 年） 表 4.7.31 国別繊維板輸出量（2017 年） 
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表 4.7.32 国別パルプ輸出量（2017 年） 表 4.7.33 国別紙輸出量（2017 年） 

表 4.7.34 国別板紙輸出量（2017 年） 
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4.7.3 主要林業法令と関係官庁 

木材の合法性を確認する上で、最も重要な法令は森林法である。森林法は商業林の利用を

定める主要法令で、保護林の使用や管理は自然保護法が定めている。 

 

１）主要林業法令 

（１）森林法（Metsälaki） 

森林法は、生態系の多様性を保全しつつ優れた林産物の生産を持続的に行うため、経

済、生態系、社会の各方面において持続的な方法で森林を管理し、利用する目的で制定さ

れた8。フィンランドは国際的に森林の持続可能性及び木材製品の環境対応への要求並び

に環境保護をより重要視する動きが高まったことから、1996 年に森林法を大幅に改正し、

「法の目的として、木材生産と生物多様性の維持を併置し、資源育成を基本とした法体

系を大きく転換した」9。ただし森林法では、自然保護区域の設置及び組み入れ並びに天

然記念物の保全に関する規定は、自然保護法に定めると規定している10。 

森林法は、その適用範囲を「林地に分類する区域における森林の管理及び利用」とし、

次の区域は適用対象外と定めている11。 

 自然保護法により設置された保護区域、自然保護を目的として国が購入した区域、

国立公園局その他の国有地管理当局の保護決定に基づき管理する国有地。 

 土地利用及び建築物法により保護対象に指定された区域。 

 原生地保護法が定める森林法が定めている森林限界保護区域12を除く区域。 

 農業指定区域、林業指定区域及びレジャー利用指定区域を除く法的効力がある主

要計画対象区域。 

 国防軍の射撃場。 

森林法は、伐採及び森林の更新、森林の生物多様性保全、森林限界及び保護区13、監督

及び罰則並びに雑則を定めている。 

この内、伐採及び森林の更新については、間伐の実施義務、主伐及び更新の義務、特別

区域における伐採、伐採実施方法、伐採者及び森林計画策定者の責務、土地所有者及び林

業センターの通知義務並びに更新義務の履行を定めている。 

森林法では、主伐を行うときに林分の更新を義務づけ、伐採は残存木の生育及び伐採

区域外の環境に悪影響を及ぼさない方法及び森林の生育条件の悪化につながる地形の影

                                                   
8 森林法第 1 条。 
9 柿澤宏昭、「諸外国の生物多様性を保全するための精度・政策」、『保持林業』、築地書館、2018 年 11 月、251 頁。 

10 森林法第 2 条第 2 項。 
11 森林法第 2 条第 1 項。 
12 森林限界保護区域とは、森林限界の後退を防ぐために指定する保護が必要な区域（森林）をいい、森林法第 12 条の

規定はこの区域の管理を定めている。 
13 森林法が規定する保護区は、風の影響が大きい島嶼部、沿岸部もしくは河岸部の居住地及び耕作地の保護または土砂

崩れ防止のために森林法で定める森林保全に係る規定よりも強い制限が必要になる場合、農林省が最も影響が大きい

と見込まれる場所に限定的に指定する（森林法第 13 条）。 
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響を回避する方法を採用するよう定めている14。さらに、主伐、間伐、被害木の処理伐採

を含む伐採をするときは、後に詳述する森林利用宣言書を作成し、林業センターに提出

するよう定めている。伐採後の天然更新を含む再造林は、土地所有者の義務である15。 

植林は森林法により、伐採後３年以内の完了が義務づけられている。森林の更新につ

いては、地理的条件に応じて定められた伐採後 10 年から 25 年の期限内に伐採跡地で苗

木の植栽が十分な植栽密度で行われ、かつ、平均樹高が 0.5ｍ以上に達した稚樹が他の植

生によって生育面で影響を受けない状態に至ったときに完了したとみなすと定め16、天然

更新については天然更新対象区域において苗木の成長を担保する条件が満たされている

ことを条件としている17。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自然保護法（Luonnonsuojelulain muuttamisesta） 

自然保護法は、生物多様性の維持、自然の景観及び科学的価値の保護、天然資源及び

自然環境の持続可能な利用の促進、自然に関する啓蒙及び社会的関心の促進並びに科学

調査の促進を目的とし18、適用範囲を自然及び景観の保護及び管理と定めている。 

自然保護法は、自然保護計画、自然保護区及び天然記念物、自然生息環境の保護、景観

保護、自然保護の実施、禁止命令、行政執行及び罰金、告訴並びに雑則を定めている。 

森林法が適用外とし自然保護法が指定する保護区域とは、国立公園並びに自然保護区

                                                   
14 森林法第 6 条。 
15 森林法第 7 条。 
16 森林法第 8 条第 1 項。 
17 森林法第 8 条第 2 項。 
18 自然保護法第 1 条。 

 

図 4.7.2 森林法に関連する主な法律 
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及び特別自然保護区である19。国立公園及び特別自然保護区は、国有地に設定する20。 

これらの保護区においては、樹木を含む植物の除去を含む自然環境に影響をもたらす

いかなる活動も禁じられている21。さらに、保護区である森林への立入り、船舶の停泊及

び航空機の着陸並びに森林での通行及びキャンプは制限されている22。ただし、自然保護

区における狩猟にあっては狩猟法、漁労にあっては漁業法が規定する制限内で実施が認

められている23。 

 

（３）木材及び木材製品の市場投入に関する法律（Valtioneuvoston asetus geodeettisesta laitoksesta 

annetun valtioneuvoston asetuksen muuttamisesta） 

 

木材及び木材製品の市場投入24に関する法律は、木材及び木材製品を販売する事業者の

義務を定めた EUTR25のフィンランド国内における実施を目的としている26。 

木材及び木材製品の市場投入に関する法律では、地方行政庁を EUTR が規定する管理

官庁（The Competent Authority）に定め、林業センター、食品安全庁、税関及び環境研究所

が EUTR の実施についてこの法律が定めた任務を遂行すると定めている27。地方行政庁

は EUTR の実施を監督するとともに、この法律が定める関係機関を組織する責任を負っ

ている。この法律の主要な内容は、次の通りである。 

 

① 検査28 

木材及び木材製品の市場投入に関する法律は、地方行政庁に業務また木材取引の

ために使用する車輛、事業用もしくは保管用の施設、デュー・デリジェンス・システ

ムもしくはトレーサビリティーに関する文書、木材もしくは木材製品または EUTR

が掲げた欧州連合の法律行為の遵守を監督するために必要な範囲について、行政手

続法に基づく検査権限を与えている。事業者、取引業者その他の検査対象者は、地方

行政庁の検査に協力するものとし、地方行政庁に検査に必要なデュー・デリジェン

ス・システム及びトレーサビリティに関する文書並びにその関連文書を検査対象者

から取得する権利を認めている。さらに、林業センター及び食品安全庁には、地方行

政庁が検査権限を与えたときの検査実施を認め、農林省にも同等の権利を与えると

規定している。 

 

                                                   
19 自然環境法第 10 条。 
20 自然保護法第 11 条・第 12 条。 
21 自然保護法第 13 条。 
22 自然保護法第 18 条。 
23 自然保護法第 17a 条。 
24 「市場投入」とは市場に初めて木材を持ち込む行為をいい、具体的には伐採地からの丸太の出荷の他、輸入材をフィ

ンランド国内市場に持ち込む行為をいう。 
25 EU Timber Regulation（欧州木材規則）（欧州議会及び理事会規則第 995/2010）。 
26 木材及び木材製品の市場投入に関する法律第 1 条。 
27 木材及び木材製品の市場投入に関する法律第 2 条。 
28 木材及び木材製品の市場投入に関する法律第 5 条。 
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② 事業者及び取引業者からの情報収集29 

木材及び木材製品の市場投入に関する法律は、地方行政庁に EUTR が掲げた欧州

連合の法律行為の遵守を監督するために必要な情報を事業者及び取引業者から入手

する権限を認めている。さらに同法は、農林省並びに地方行政庁が検査権限を与え

た林業センター及び食品安全庁にも同様の権限を認めている。 

 

③ 監督官庁及びその他の任務遂行者からの情報アクセス30 

木材及び木材製品の市場投入に関する法律は、EUTR が掲げた欧州連合の法律行

為の遵守を監督するために必要な情報を秘密保持条項の規定に関わらず農林省、地

方行政庁、林業センター、食品安全庁、税関及び環境センターで相互に提供するよう

定めている。情報の運用管理は、林業センターの森林情報システムに地方行政庁用

のインターフェイスを設置して行っている。 

さらに同法は、林業センターに森林利用宣言書の提出または伐採について森林法

が規定する犯罪及び違反行為または罰金支払不履行を疑うのに十分な根拠があると

きは、地方行政庁に自発的に通知する義務を課している。 

 

④ 通知の発行並びに是正措置、木材製品の販売禁止命令及び条件付き罰金命令31 

木材及び木材製品の市場投入に関する法律は、事業者にデュー・デリジェンス・シ

ステム及びトレーサビリティーに関する義務の遵守に不備が認められたときは、地

方行政庁が不備事項の是正または不適切な行動の完了期限を設定した勧告を書面に

より発すると定めている。 

 

⑤ 是正措置、禁止及び条件付き罰金命令32 

地方行政庁は、事業者が④項の勧告を受けた事項を期限内に修正せずにデュー・

デリジェンス・システムを経ないで木材もしくは木材製品を販売した場合または事

業者のデュー・デリジェンス・システムに重大な不備が繰返し見つかった場合は、新

たに設定した期限内に是正措置を講じるよう命ずる是正措置命令書を発する。さら

に、地方行政庁は、事業者が是正措置に従わない場合は、該当する木材製品の販売を

特定の３か月以内の期間において禁止する。ただし、事業者が木材また木材製品を

季節的に販売している場合は、販売禁止期間を１年以内の期間で設定できる。この

販売禁止措置遵守の監督は、フィンランド国産材については地方行政庁、輸入材に

ついては税関が行う。さらに、地方行政庁は販売禁止措置を条件付罰金に関する法

律に基づく罰金を科して執行できる。この販売禁止措置は、事業者のデュー・デリジ

ェンス・システムの不備が地方行政庁に承認される内容で修正されたときに取消す

と定められている。 

                                                   
29 木材及び木材製品の市場投入に関する法律第 6 条。 
30 木材及び木材製品の市場投入に関する法律第 7 条。 
31 木材及び木材製品の市場投入に関する法律第 8 条。 
32 木材及び木材製品の市場投入に関する法律第 9 条。 
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⑥ 罰則33 

フィンランドは、木材及び木材製品の市場投入に関する法律の制定に併せて刑法

を改正した。EUTR 遵守違反者に対しては、刑法を改正して第 48a 章（天然資源犯罪）

の中に加えた第３条（b）（木材犯罪）の規定が定める罰則が科される。同条の規定は、

「木材及び木材製品を販売する事業者の義務を定めた EUTR に違反して、違法に伐

採された木材またはその木材から生産された木材を事業目的で販売した者には、他

の法律がより厳しい罰則を規定していない限り、木材犯罪に対する罰金または６か

月以下の懲役とする」という内容である。 

 

⑦ 没収品の処分方法及び取扱費用の負担34 

刑法第 10 章第２条の規定は、犯罪行為による利益は国が没収すると定めている。

国が没収した違法伐採材は公売により売却でき、売却金は国庫に吸収される。 

木材を没収された事業者は、没収された木材の保管に要した費用を国に弁済しな

ければならない。 

 

⑧ 農林省による地方行政庁の監督任務35 

木材及び木材製品の市場投入に関する法律では、農林省に地方行政庁が実施する

任務の遂行状況を監督する義務を課している。農林省には、地方行政庁から監督に

必要な情報を入手する権利及び地方行政庁への調査権を認めている。 

 

（４）共有林法（Lag om samfällda skogar） 

共有林とは株主の利益ために持続可能な林業の実践的使用を目的とした複数の不動

産で構成する場所をいい、共有林法では共有林の管理、手続き、理事会、財務及び共有

林の増減手続きを規定している。 

 

（５）持続可能な森林管理の融資に関する法律（Laki kestävän metsätalouden rahoituksesta） 

この法律は、木材生産の持続可能性の確保、森林の生物学的多様性の維持及び森林生

態系の管理事業に係る措置並びにこれらの活動を支援する措置に対して国が助成金ま

たローン形式で行う融資の支援内容を規定している。 

 

（６）森林再生物資の取引に関する法律（Lag om handel med skogsodlingsmaterial） 

                                                   
33 木材及び木材製品の市場投入に関する法律第 12 条。 
34 木材及び木材製品の市場投入に関する法律第 13 条。 
35 木材及び木材製品の市場投入に関する法律第 14 条。 
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森林再生物質とは、樹木の種子、植物及び苗木の一部をいい36、森林再生物資の取引

に関する法律は、森林再生物資の生産、市場取引及び輸入に適用される37。欧州におい

ては、生産に適した在来樹種維持の観点から樹木の種子や苗木の管理が重要視されてい

る一方で、近隣国間での取引が広汎になされている。この法律は、森林再生物資を管理

する植物生産検査センターの運営及び業者登録制度、森林再生物資の生産、森林再生物

資の市場取引、監督官庁、検査及び監督、行政処分並びに罰則などを定めた雑則により

構成されている。 

 

２）関係官庁 

（１）農林省 

農林省は林業行政の主務官庁で、林業関係法令を策定する。農林省は関係省庁、林業

関連産業の代表、その他の利害関係者と連携し、持続的な森林開発を原則とした多様な

森林利用及びその便益の促進を目的とする国家森林計画を策定するとともに同計画の

遂行を監視し、必要に応じて計画の改正を行う役割を負っている。 

 

（２）林業センター 

林業センターは、森林法の規定38により森林法の遵守を監督する責務を負っている農

林省傘下の国家機関である。さらに同センターは、地元共同体との協力関係を築き、林

業関連産業の代表、その他の利害関係者と連携して地域森林計画の策定と実施状況の監

督を行っている。 

 

（３）地方行政庁 

地方行政庁は、木材及び木材製品の市場投入に関する法律が定める EUTR が規定す

る管理官庁（The Competent Authority）として EUTR 遵守の監督業務を行っている他、森

林法に違反している事業者また個人への施業禁止命令その他の対応措置も担当してい

る。同庁は、EU が指定した EU 及びフィンランドの補助金を管理するための行政機関

で、農業補助金及び経済開発運輸環境センターの予算を管理している。 

地方行政庁の中心的業務は、「e ビジネス」の実施及び IT システムの開発と支援並び

に法令運用のための地方自治体、地方の団体や産業のリーダーグループとの調整業務で

ある。  

                                                   
36 森林再生物資の取引に関する法律第 3 条。 
37 森林再生物資の取引に関する法律第 1 条。 
38 森林法第 25 条。 
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4.7.4 木材の合法性確保 

今次の文献調査では、法令上の違法伐採または違法伐採木材の定義を木材及び木材製品の

市場投入に関する法律の規定からのみ見い出せた。同法の第３条（定義）第４項は、違法伐

採木材を EUTR 第２条39（g）に掲げられた木材（伐採国で適用される法律に違反して伐採さ

れた木材）をいうと定義している。 

フィンランドにおける木材の合法性確保は、フィンランド国産材、輸入木材ともに EUTR

のデュー・デリジェンス・システムと木材のサプライチェーンに関する情報を取得し管理す

るトレーサビリティー及び林業センターが管理している森林の情報を主要なツールとして

行われている40。フィンランドの市場に初めて木材を投入する事業者はデュー・デリジェン

ス・システムを備えてリスク評価を行い、木材の取引をする者は必ずトレーサビリティを行

って木材の情報を取得し、取扱木材の情報を管理しなければならない。フィンランドの木材

の合法性確保は、フィンランド国内の全ての木材原料の合法性を確保し、その原料から生産

される林産物を合法製品とする方法をとっている。 

なお、フィンランド林産物協会によれば、フィンランドでフィンランド国産材の法令遵守

を担うのは、丸太を生産する森林所有者である。しかし、実際に森林所有者が行う法令遵守

の確認は 10 年に一度作成する森林計画に基づいた施業の実施及び伐採するときに林業セン

ターに提出する森林利用宣言書の承認によって完了し、さらに木材購買者が作成し森林所有

者に提供する検量確認書（受領書）によりトレーサビリティも確保されるので、森林所有者

には EUTR 導入にともなう新たな負担が課されていないといわれている41。 

本項では、フィンランドの木材の合法性確保を含む木材生産及び木材流通に係る行政手続

の情報を主に法令文書及び林業センターのウェブサイトの解説を資料として報告する。 

なお、この調査は文献により行い、現地の行政機関、森林所有者、加工工場その他の関係

者に法令の運用及び遵守の実際の方法についての調査は行っていないので、報告内容が実際

に行われている行政手続及び取引手順と異なる部分がある可能性があるのでご留意いただ

きたい。 

 

  

                                                   
39 定義条項。 
40 EUTR 開始直後は、EUTR は EU 域外から輸入する木材を対象としていたが、2013年３月以降は EU 加盟国が各国内

で生産する丸太にも EUTR の適用されるようになっている。 
41 フィンランド林産物協会ウェブサイト（https://smy.fi/）。 
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１）木材生産及び木材輸送手続きの概要 

（１）森林所有者登記及び森林計画の策定 

フィンランドでは、森林面積の半分を上回る個人有林の平均所有期間は約 20 年で、年

間約１万 5,000 件の森林の変更登記がなされている。新たに森林を所有する者は、所有権

を確定するために国土測量局に森林所有者の登記を行う。登記の内容は、国土測量局が運

営する財産登記システムで管理している。 

国土測量局に登記をした森林所有者は、森林計画を作成しなければならない。森林計画

は、林業センターが毎年行っているリモートセンシング調査の結果を基礎データとしてい

る。多くの場合、森林管理計画は、林業センターがリモートセンシング調査の結果をもと

に提案し、立木の状態、土壌の変化その他のリモートセンシング調査では明らかになって

いない森林の状態の推奨事項への組入れまたは森林所有者の森林経営の意向を盛り込む

ことができる。林業センターは森林計画の内容を審査し、承認したときに林業センターが

運営する森林情報システムに森林計画の情報を入力して管理する。森林計画は、10 年に一

度改正する。 

フィンランドでは、国土測量局への登記と林業センターによる森林計画の承認がなされ

ていない者は、林業活動が行えない仕組みが構築されている。 

 

（２）施業の実施と森林利用宣言書 

森林所有者は、胸高直径 13 ㎝以上の立木の伐採を行うときは、少なくとも施業を行う

10 日前に、林業センターに森林利用宣言書を提出する。 

森林利用宣言書の様式は、林業センターのウェブサイトから取得できる。森林所有者は、

所有者または経営者及び伐採件所持者の氏名及び連絡先を記入した上で、林班別に施業内

容を記入して林業センターに提出する。林業センターへの森林利用宣言書の提出は、郵送

でも可能であるが、ウェブサイトから入手した pdf 形式の森林利用宣言書の様式のファイ

ルは、必要事項をコンピュータで入力して閉じると自動的にインターネットを経由して林

業センターに送信される仕組みになっている。 

森林所有者から森林利用宣言書を受け取った林業センターは、森林利用宣言書の内容を

森林情報システムに登録済の情報その他の管理情報を参照しながら審査する。さらに林業

センターは、必要に応じてまたは無作為抽出方式で提出された森林利用宣言書の件数の約

１％について現地確認を行っている。 
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図 4.7.3 木材生産及び木材流通に係る行政手続の概要 
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図 4.7.4 森林利用宣言書の様式 
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図 4.7.4 森林利用宣言書の様式（仮訳）（つづき） 
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林業センターは審査の結果、森林利用宣言書に記載されている施業に制限事項がある場

合または法令に抵触する場合は、林業センターが指定する期間内に施業の是正を行うよう

森林所有者に通告する。この通告に森林所有者が応じないときまたは該当する施業につい

て林業センターと森林所有者の協議が物別れになったときは、地方行政庁が森林所有者に

是正命令書を発する。森林所有者が地方行政庁の是正命令に従わないときは、地方行政庁

は森林所有者に施業禁止命令を発する。 

林業センターは、審査の結果、森林利用宣言書の内容に問題がない場合または森林利用

宣言書の不適合部分の是正がなされた場合、伐採の内容を森林情報システムに入力し管理

する。 

林業センターは上記の一連の審査が完了すると、森林利用宣言書の右上の欄に受理番号

を入れて所有者に書類を送付する。林業センターの受理番号が記載された森林利用宣言書

は、行政機関が発行している合法的な伐採を証明する唯一の書類である。 

しかし、林業センターがデータベースにより伐採対象地の立木資源量を把握していると

しても、森林利用宣言書には丸太の材積に関するデータを記載する欄がない。木材及び木

材製品の市場投入に関する法律では事業者がトレーサビリティの文書を備える義務の履

行が地方行政庁の行う検査対象になっていること、売買時に数量の特定がないと契約が成

立しないことから、丸太の材積の確認が書類上で必ず行われているはずである。売買契約

締結の手順、売買の対象となる森林利用宣言書に記載されている林地から生産された丸太

の特定方法、売買契約書その他の契約書類の記載内容を含む丸太の合法性を証明するため

の手法については、文献調査で明らかにならなかったため、現地で確認する必要がある。 

 

（３）伐採とその前後の手続き 

森林所有者は年間で１万ユーロを超える木材の売上が見込まれるときは、伐採を行う前

に付加価値税納税者登録をしなければならない。フィンランドでは一次生産者に付加価値

税の納付義務があるので、森林所有者は伐採を行う前に付加価値税納付の準備をする。 

伐採については、森林法では伐採は残存木の育成及び伐採区域外の環境に悪影響をもた

らさない方法で実施すること、林分育成条件の悪化につながる地形への影響を回避するこ

とが定められ、伐採による林分への悪影響、立木の損害及び地形への影響の判定は関連規

則で定めると規定している42。 

森林所有者は、伐採が完了した後に林業センターに森林利用報告を行う。 

さらに前述のように再造林は、土地所有者に課された義務であり、伐採後、必ず実施し

なければならない43。。 

 

 

                                                   
42 森林法第６条。 
43 森林法第５a 条第 1 項の規定は、主伐をするときは林分の更新を担保しなければならないと定め、第 9 条第 1 項の規

定は、土地所有者は本法第８条の規定が定める更新義務を履行しなければならないと定めている。 
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（４）加工工場の丸太受領 

加工工場は受領したフィンランド国産材丸太の検寸・検量を荷口単位で行い、丸太販売

者に検量確認書を送付する。検量確認書には法令で定めた様式はないが、この検量確認書

がトレーサビリティの証拠書類になっている。木材及び木材製品の市場投入に関する法律

の規定により、地方行政庁が行うトレーサビリティの検査の主要な対象となる書類はこの

検量確認書の情報である。本文献調査では検量確認書への記載内容の確認ができていない

が、一般的に国の規制法に係る書類については、様式が定められていない場合でも書類に

記載する最低要件が規定されているので、記載内容を現地調査などで確認する必要がある。 

なお、木材輸入については、輸入業者がデュー・デリジェンス・システムを経て行うが、

加工工場が輸入材を受領するときの手続き全般については本調査で明らかにできなかっ

た。 

 

 

4.7.5 森林認証 

森林利用宣言書及びその関連書類に基づく木材製品の合法性の証明がでできない場合は、

合法性の証明に森林認証の CoC 認証のトレーサビリティを用いる方法が採用できる。この

方法による合法性の証明は、正式には同じ森林認証スキームの CoC 認証を取得している事

業者間で成立する。しかし、バイヤーが CoC 認証を取得していなくても、バイヤーの要求

によりシッパーが認証番号を記入したインボイスその他の貿易関係書類を作成しているケ

ースがみられる。 

 

１）森林管理認証 

フィンランドは、森林認証を積極的に導入している国の一つである。2018 年後半に FSC

が認証した森林面積は約 161 万 1,000ha、PEFC が認証した森林面積は約 1,813 万 2,000

で、フィンランドの森林面積（2,280 万 ha）に占めるスキーム別割合は、FSC が７％、

PEFC は 80％である。FSC と PEFC の共同発表によれば、2017年中頃にフィンランドで

FSC と PEFC の両方の認証を受けている森林の面積は 128 万 1,799haである44。あくまで参

考指標であるが、FSC と PEFC の両方の認証を受けている認証林面積に変化がないと仮定し

て FSC と PEFC の認証面積の合計から重複分を差し引くと、フィンランドの認証林面積は

森林面積の 81％に該当する。森林認証取得者数は、FSC が 11 件、PEFC は９件である。フ

ィンランドの木材生産の担い手は、民間が主体で、個人所有者も積極的に森林認証にグルー

プ認証のメンバーとして参加しているほか、国際的な林産企業も系列企業とグループを形成

してグループ認証を取得している。林産企業の認証取得事業者の中には、複数の認証グルー

プに所属しているものがある。 

                                                   
44 FSC & PEFC, “Estimated total global double certified area FSC/PEFC (end 2017)”, January, 2018. 
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認証面積が広い PEFC について

は、持続可能な森林協会（Kestävän 

Metsätalouden Yhdistys ry）が地域別

に５つの認証グループを組織し、

1,300 万 ha 以上、フィンランドの

PEFC 認証面積の 73％にあたる森

林で認証を取得している45。この協

会は、森林所有者に PEFC 認証へ

の参加を呼びかけ、グループ認証

を組織している。 

なお、フィンランドにおける

FSC 森林管理認証では、コントロ

ールウッド認証を取得者は存在し

ていない。 

 

２）CoC 認証 

フィンランドにおける CoC 認証は、FSC が 247 件、PEFC は 388 件である。フィンランド

では CoC 認証をグループ認証で取得している事業者が多く、グループ認証参加事業者数が

CoC 認証取得事業者数に占める割合は、FSC が 65％、PEFC は 45％となっている。CoC の

グループ認証は、同一企業の複数の事業所で形成されている場合が多いようである。 

 

4.7.6 その他の事項 

１）第三者の権利 

フィンランドでは、全ての国民に森林内での次の行為を認めている。 

 徒歩、スキー、自転車での移動。 

 住宅から十分に離れた場所におけるテントの設置。 

 野生の果実、キノコ及び花の採取。 

 釣り及び氷上釣り。 

 

一方で、森林内で行う次の事項は、制限または禁止をしている。 

 森林に害または悪影響を及ぼす行為。 

 樹木への損傷。 

 コケ、地衣類、鳥類の採取。 

                                                   
45 http://kestavametsa.fi/ 

 

 

 

表 4.7.35 森林認証の概要 
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 直火。 

 ごみの投棄。 

 自動車の運転。 

 動物の行動の妨げ。 

 許可のない漁労及び狩猟。 

 

さらに自然保護法第 16 条の規定は、少数民族であるサーミ族の居住地域について、サー

ミ族の文化の維持及び発展のために国立公園内及び特別自然保護区内であっても保護する

と定めている。先住民によるトナカイの取扱い、狩猟、漁労及び薪の採取は、協定による取

決めにより伝統的な実施が可能になっている46。 

 

２）ワシントン条約の保護対象樹木 

フィンランドには、ワシントン条約が保護対象としている樹木は存在しない。 

 

３）税制 

木材の販売については、木材販売税及び付加価値税が課され、共有林の森林所有者には収

入が発生したときに所得税が課されている。 

 

４）労働安全 

労働安全は労働安全法、雇用については雇用契約法により確保されている。 

                                                   
46 NEPCon, “Timber Legality Risk Assessment Finland”, August 2017, p29. 
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